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株式会社西日本フィナンシャルホールディングス 
2026年 3月期 第 2四半期 決算説明会における主な質疑応答 

 

Q1 
今年度通期の業績予想について、下期に株式売却益等が上振れした場合、その分を債券のロスカットに
充てるという理解でよいか。また、信用コストなど全体的に保守的な計画に見受けられるが、上方修正の可
能性も含むという理解でよいか。 

A1 

上期は、株価が大幅に上昇した市場動向を踏まえ、株式売却益の年度計画を前倒しで実行した。一
方で、特に円建て債券の評価損が拡大していることや、今後さらに金利が上昇する恐れがあることを踏ま
え、絶対利回りの低い一部債券を入れ替えたために売却損を計上した。   
下期についても、基本的に有価証券ポートフォリオ運用の中で、債券評価損の実現と、それを打ち消す

株式・投資信託の益出しを行っていきたいと考えている。 
また、ご指摘のとおり、今年度は信用コストをやや保守的に見積もっている。信用コストが計画比で下振

れた場合には、まず有価証券の入替えに優先的に充てたいと考えている。今後の状況次第で若干の上振
れの可能性はあり得るが、現時点では上方修正は想定していない。 

Q2 同規模他行と比較して預貸率や経費率がやや高い水準にあると思うが、中長期的な預貸率のコントロー
ルレンジや経費率のターゲットレンジについて教えてほしい。 

A2 

預貸率については、財務省向け貸出を含めると 9割を超えるが、これを除くと 85％程度となるため、この
水準でのコントロールが適切だと考えている。ただし、貸出の伸びに比べて預金の伸びが弱く、今後も預金
獲得競争は厳しいと見ている。したがって、財務省向け貸出金約 8,000億円を徐々に減少させつつ、当
面の資金需要には対応していく方針である。   
また、経費については、現時点では営業店システムの更改や新たな CRM システム導入、本店建替え等

の比較的大きな成長投資が先行している。これらの投資が落ち着き、トップラインが伸びてくれば、経費率は
低下していくと考えている。加えて、今後 AIがどの程度効果をもたらすかも、プラスアルファの要因になると期
待している。 

Q3 中長期的に実現可能、あるいは実現したい ROEの水準について教えてほしい。 

A3 

今年度末の ROEは約 6.5％の着地を見込んでいるが、当然、まだまだ十分ではないとの認識を強く持
っている。仮に政策金利が 0.75％まで引き上げられた場合、次期中計最終年度である 2029年 3月期
の ROEは、現状の巡航速度で見積もっても 8％をやや上回る水準に達すると考えており、これにさらに上
積みしていきたい。さらに、政策金利が 1.0％まで引き上げられた場合は、ROE9％が見通せる水準まで上
がってくるため、当面のターゲットとしてはやはり 9％に向け努力していきたいと考えている。 

Q4 ROE10％超に向けて、政策金利上昇以外にどのようなことが必要か教えてほしい。 

A4 

経費面ではシステム関連や本店建替え等の大規模投資による減価償却費の増加や人件費の上昇が
見込まれるため、経費は横ばいもしくは微増が続くと考えている。したがって、トップラインをいかに拡大するか
が重要な課題となる。政策金利の上昇以外では、ストラクチャードファイナンス等による RORAの向上や、
役務手数料収入の着実な増加が基本的な手段になると考えている。 

Q5 政策金利上昇による地元中小企業への影響（クレジットコストへの影響）について教えてほしい。 

A5 

ターミナルレートを仮に 1％と想定し、政策金利が+0.5％pt上昇した場合の支払利息増加による信
用コスト増加をシミュレーションしたが、信用コストの増加額は約 20億円程度という結果となった。仮に政
策金利が+1.0％pt上昇して 1.5％になった場合でも、信用コストの増加額は約 30億円程度に収まる
という試算になった。概算のシミュレーションではあるが、預貸金利息収支の増加を打ち消すほどにはならな
いと見ている。 
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Q6 イールドカーブのスティープ化が想定より早く進んでいるが、長期的な想定に見合う固定金利貸出のスプレッ
ドを確保できるか。 

A6 
これまではむしろスプレッドが拡大する水準で融資を実行できているが、今後は金利引上げに対するお客

さまの反応が厳しくなることも想定され、スプレッド縮小の圧力がかかってくると考えている。引き続きお客さま
と市場の状況や動向について粘り強く対話し、ご理解を頂けるよう営業努力を続けていく。 

Q7 新規の貸出について、お客さまの金利に対する選好（固定・変動）の状況と、固定金利貸出時に十分な
貸出スプレッドが確保できているか教えてほしい。 

A7 

固定金利・変動金利の割合は、資料に記載のとおり固定が 4割、変動が 6割で、大きな変化はない。
個別のお客さまについては固定を選好する動きも多少あるが、大きなまとまりとして動いている感じはない。
金利の先高感を踏まえ、固定金利の設定時には政策金利の引上げ幅以上のスプレッドを確保するよう努
めている。今後も市場の状況や動向についてお客さまと認識を共有し、ご理解を頂きたいと考えている。 

Q8 最終利益の連単差が前年同期比でやや小さくなっているが、グループ会社の収益の状況について教えてほ
しい。 

A8 

連単倍率の高さは当社の強みの一つと考えており、現中計においてもグループ会社の強化に取り組んで
きた。主要 KPI として、中計最終年度に銀行以外のグループ会社が連結業績に寄与する金額を 50億
円とする目標を掲げ、前年度までにそれに近い水準に達した。しかし今年度に入り、一部システム子会社で
発生した不採算案件の影響などにより、中計の最終目標である 50億円には若干届かない見込みだ。   
ただし、グループ会社の基盤・機能面は着実に強化されており、人材支援やデジタル関連支援、証券業

務等を担う会社については順調に成長していると評価している。 

Q9 シティアスコム及びイジゲングループは、貴社グループ入りにより人材を獲得しやすくなったのではないかと考え
ているが、両社における人材獲得状況について教えてほしい。 

A9 

シティアスコム・イジゲングループの人材確保については、グループ会社化により信用力が高まったことで、
比較的順調に人材を獲得できていると考えている。一方で、IT業界全体で人材獲得競争が激化し、人
材の流動化も進んでいるため、新卒だけでなくキャリア採用も含めて今後もしっかり取り組んでいく。また、人
材確保の手段としてM&A等も活用しており、今後も継続していきたい。そのほか、AI を開発する人材の
確保も重要になるため、その点も意識して取り組んでいく。 

Q10 若年層の割合が高い福岡というマーケットにおける若年層のお客さまの取り込み状況について教えてほし
い。 

A10 

確かに福岡市は若者の流入が多いものの、それに見合う新規口座の獲得が十分とは言えず、やや低調
な状況である。スマホアプリ等の機能はネット専業銀行と比べても遜色ないと考えているが、若年層を取り込
むためにはポイントやカードのあり方といった面での強化が必要。当社グループには九州カードという強力なカ
ード子会社があるが、他の金融機関のサービスに対抗できるポイントや仕組み、トータルのパッケージングも
含めて強化していく必要があると考えている。 

 
以上 


